
２０２２年　６月１３日
北海道岩見沢市東町二条４丁目１４２番地４

北海道セキスイハイム工業株式会社
代表取締役　青　谷　龍　哉

貸    借    対    照    表
２０２２年３月３１日現在

(単位：円)

金        額 金        額

3,290,255,339 2,770,165,898

500,040 2,284,741,485

2,138,441,265 126,389,584

644,766,483 244,188,355

284,291,850 46,716,700

1,900,289 1,707,544

37,617,855 60,363,770

182,734,315 2,189,000

3,242 3,869,460

1,603,559,139 91,743,097

1,524,301,961 20,585,334

490,742,762 4,658,543

27,678,455 66,499,220

299,208,605

894,184

31,760,038 2,861,908,995

641,666,582

24,115,864

8,235,471

2,031,905,483

3,660,225 100,000,000

162,520

3,158,775 20,000,000

338,930 20,000,000

1,911,905,483

75,596,953 25,000,000

9,503,420 1,886,905,483

65,767,963 別 途 積 立 金 1,603,000,000

296,000 繰 越 利 益 剰 余 金 283,905,483

29,570 （ 内 当 期 純 利 益 ） ( 416,292,033 )

2,031,905,483

4,893,814,478 4,893,814,478

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

敷 金 及 び 保 証 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 投 資

利 益 剰 余 金

投 資 そ の 他 の 資 産 利 益 準 備 金

施 設 利 用 権

ソ フ ト ウ ェ ア 資 本 剰 余 金

リ ー ス 資 産 資 本 準 備 金

建 設 仮 勘 定 （ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本

無 形 固 定 資 産 資 本 金

工 具 器 具 備 品 負 債 合 計

土 地

リ ー ス 資 産

構 築 物 退 職 給 付 引 当 金

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

有 形 固 定 資 産 リ ー ス 債 務

建 物 長 期 未 払 金

固 定 資 産 固 定 負 債

未 収 入 金 完 成 工 事 補 償 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産 そ の 他 流 動 負 債

預 け 金 賞 与 引 当 金

前 払 費 用 預 り 金

仕 掛 品 未 払 法 人 税 等

原 材 料 未 払 費 用

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

売 掛 金 未 払 金

第２６期決算公告

科 目 科 目

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）



重要な会計方針に係る事項に関する注記

１． 棚卸資産の評価基準及び評価方法
　原材料 ･･････････ 移動平均法に基づく原価法
　仕掛品 ･･････････ 個別法に基づく原価法

２． 固定資産の減価償却の方法
・有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用している。
・無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用している。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込
利用可能期間（５年）に基づいている。

・リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

３． 引当金の計上基準
　賞与引当金 ･･････････ 従業員賞与（使用人兼務取締役の使用人を含む）の支給に充て

るため、前一年間の支給額を基礎とした見積額を計上している。
　退職給付引当金 ･･････････ 従業員退職金の支給に充てるため、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計上している。
　完成工事補償引当金･･･････ ユニット住宅の保証期間中の無料補修について、将来発生すると

見込まれる補修費用を完成工事補償引当金として計上する方法に
変更している。

４． 収益及び費用の計上基準
　商品等の販売は、引渡時点において顧客が当該商品等に対する支配を獲得し、履行義務が充足され
　ると判断し、当該時点で収益を認識しております。
　なお、出荷時から商品等の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出
　荷時点において収益を認識しております。

５． 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。
　ただし、資産に係る控除対象外消費税等は発生事業年度の期間費用としている。

６． 連結納税制度の適用
　連結納税制度を適用している。

個 別 注 記 表


